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当初予算の概要

令和７年度当初予算の概要をお知らせします。

国は、対前年度比２．６％増となる１１５兆５，４１５億円の当初予算案

を公表しました。「賃上げと投資が牽引する成長型経済」へ移行するための

予算とし、経済・物価動向に配慮しつつ、これまでの歳出改革努力を継続し

ながら、防衛力の抜本強化、こども・子育て支援の本格実施、ＡＩ・半導体

産業基盤強化などの重要政策に重点化を図ることとしております。

また、福島県の当初予算案は、前年度との比較で４３７億円増の１兆２，

８１８億円となりました。第２期復興・創生期間の最終年度であり、次期総

合戦略の初年度となる重要な年であることから、復興はもとより、若者や女

性を始め、誰もが活躍できる「福島ならでは」の県づくりに向け、「復興・

再生」と「地方創生」を両輪で進めるとともに、物価高騰にも適切に対応

し、防災力の強化や地球温暖化対策、デジタル変革などを推進するとしてい

ます。

本市では、「少子化対策」、「未来への投資」、「居場所づくり」を新年

度の柱として、人口減少や高齢化対策、産業振興、地域資源の更なる磨き上

げと活用、公共交通の充実などに重点を置くとともに、大河ドラマ「べらぼ

う」の放映を機に白河の魅力を内外にＰＲすることとしております。また、

物価高騰や賃上げに伴う物件費や人件費の増加に対応し、一層歳出の効率化

を図りました。

その結果、一般会計の予算額は３３３億円となり、対前年度比較で２０億

円、率にして６．４％の増、特別会計及び企業会計を含めた全会計の予算規

模は、５２２億４千万円となり、対前年度比較で２１億２千万円、率にして

４．２％の増となりました。

引き続き、豊かな自然や歴史、文化が息づき、人と人とのつながりを大切

にしながら「小さくても確かな幸せ」や「真の豊かさ」が実感できるまちづ

くりを推進するため、各種施策を展開してまいります。
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増減額 (B-A) 伸び率 (％)

一 般 会 計 31,300,000 2,000,000 6.4

特 別 会 計 12,338,904 205,163 1.7

企 業 会 計 6,488,584 ▲ 87,928 ▲ 1.4

合 計 50,127,488 2,117,235 4.252,244,723

■ 予算規模の推移

※ 別紙-1「会計別当初予算の推移」参照

33,300,000

12,544,067

6,400,656

■ 予 算 額 （単位 ： 千円）

会 計 区 分
令和６年度
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令和７年度

当初予算　B
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■ 会計別当初予算

令和６年度 令和７年度
A B

増減額 (B-A) 伸び率（％）

31,300,000 33,300,000 2,000,000 6.4

小 田 川 財 産 区 特 別 会 計 1,638 3,361 1,723 105.2

大 屋 財 産 区 特 別 会 計 398 405 7 1.8

樋 ヶ 沢 財 産 区 特 別 会 計 460 503 43 9.3

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 5,562,567 5,609,461 46,894 0.8

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 756,547 793,717 37,170 4.9

介 護 保 険 特 別 会 計 6,005,431 6,126,034 120,603 2.0

地 方 卸 売 市 場 特 別 会 計 11,863 10,586 ▲ 1,277 ▲ 10.8

小　　　　　　計 12,338,904 12,544,067 205,163 1.7

水 道 事 業 会 計 2,363,997 2,483,318 119,321 5.0

工 業 用 水 道 事 業 会 計 100,801 98,781 ▲ 2,020 ▲ 2.0

下 水 道 事 業 会 計 4,023,786 3,818,557 ▲ 205,229 ▲ 5.1

小　　　　　　計 6,488,584 6,400,656 ▲ 87,928 ▲ 1.4

50,127,488 52,244,723 2,117,235 4.2

■ 一般会計予算の概要

３３３億円
対　令和６年度比較

２０億円（６．４％）の増

合　　　　　　　計

比 較 増 減

一 般 会 計

特
　
　
別
　
　
会
　
　
計

企
　
業
　
会
　
計

会　　計　　名

予 算 額

≪増減の主な要因≫

【歳入】

◎給与所得や設備投資の増加による市税の増

＋５．７億円

◎複合施設整備に係る補助金及び児童手当負

担金等の増による国庫支出金の増

＋８．５億円

◎複合施設整備事業債等の増による市債の増

＋８．７億円

【歳出】

◎人件費や扶助費の増による義務的経費の増

＋４．６億円

◎複合施設整備事業や表郷こども園建設事業など

による投資的経費の増

＋１４．０億円

◎物価高騰等による一般行政経費の増

＋１．４億円
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歳入総額

市税 ＋5億6,820万5千円

地方交付税

国庫支出金

県支出金

繰入金
　うち財政調整基金

市債
　うち臨時財政対策債

※別紙－2・3「平成27年度一般会計当初予算　対前年度比較表＜1.歳入／（1）款別・（2）性質別＞」参照

※（　）は前年度との比較

　

▲7,000万円 （皆減）

10億円 ▲2億2,000万円 （▲18.0％）

38億7,460万円 ＋8億6,630万円 （＋28.8％）

16億6,818万円 ▲2億569万9千円 （▲11.0％）

＋8億5,494万8千円 （＋19.2％）

21億6,507万4千円 ＋5,456万9千円 （＋2.6％）

［予算額］ ［対前年度比］

333億円 ＋20億円 （＋6.4％）

95億7,740万5千円 （＋6.3％）

66億6,948万9千円 ▲2億959万7千円 （▲3.0％）

0円

53億203万5千円

一般財源

55.8％(▲3.1%)

特定財源

44.2％(＋3.1%) 

市税 28.8％(0.0%)

9,577,405千円

繰入金

5.0％(▲1.0%)

1,668,180千円

その他 5.2％(＋0.4%)

1,731,965千円

②特別交付税 2.8％(▲0.2%)

950,000千円

③震災復興特別交付税 0.2％(▲0.2%)

69,489千円

市債 11.6％(＋2.0%)

3,874,600千円

県支出金

6.5％(▲0.2%)

2,165,074千円

国庫支出金

15.9％(＋1.7%)

5,302,035千円

各種交付金等 7.0％(▲0.9%)

2,311,252千円

地方交付税 20.0％

6,669,489千円

（①＋②＋③）

一般会計（歳入）

①普通交付税 17.0％(▲1.6%)

5,650,000千円
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■ 市　税

①

②

③

個 人 市 民 税 3,186,263 2,715,126

税　　　目
令和５年度
決　算　額

令和６年度
当初予算A

令和７年度
当初予算B

301,131 11.1

（単位 ： 千円）

比　較　増　減

金額 (B-A) 伸び率 (％)

5,261,244 342,784 7.0

▲ 68,948 ▲ 12.0505,176

3,016,257

▲ 0.2

市 た ば こ 税 561,173 538,000 530,000 ▲ 8,000 ▲ 1.5

119 0.9

409 0.2

軽自動車税（環境性能割） 12,777 12,876 12,995

軽 自 動 車 税 （ 種 別 割 ） 202,000 203,828 204,237

国 有 資 産 等
所 在 市 町 村 交 付 金

37,009 38,090

固 定 資 産 税 5,091,503 4,918,460

法 人 市 民 税

合　　　計 9,732,349 9,009,200 9,577,405 568,205

38,009 ▲ 81

632,080 574,124

普 通 交 付 税

6.3

入 湯 税 9,544 8,696 9,487 791 9.1

■ 地方交付税（実質的な地方交付税）
（単位 ： 千円）

皆減

特 別 交 付 税

震災復興特別交付税 195,950 109,086 69,489

税　　　　　　目
令和５年度
決　算　額

令和６年度
当初予算A

令和７年度
当初予算B

比 較 増 減

増減額 (B-A) 伸び率 (％)

5,994,258 5,820,000 5,650,000 ▲ 170,000 ▲ 2.9

地 方 交 付 税 7,560,895 6,879,086 6,669,489 ▲ 209,597 ▲ 3.0

▲ 39,597 ▲ 36.3

1,370,687 950,000 950,000 0 0.0

合　　　　　計 7,717,595 6,949,086 6,669,489 ▲ 279,597 ▲ 4.0

④ 臨 時 財 政 対 策 債 156,700 70,000 0 ▲ 70,000

93.8 91.6 93.1 97.3 90.1 95.8 

53.0 57.3 58.4 59.9 
58.2 56.5 

11.2 12.4 13.2 
13.7 

9.5 9.5 
3.3 3.0 2.3 

2.0 
1.1 0.7 

7.1 8.5 3.5 
1.6 

0.7 

168.4 172.8 170.5 
174.5 

159.6 162.5 

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

2年度 3年度 4年度 5年度 6年度 ７年度

市税 普通交付税 特別交付税 震災復興特別交付税 臨時財政対策債

令和2年度～5年度までは決算額

令和6年度及び7年度は当初予算額
億円

※

※令和６年度は定額減税分で254,523千円予算減となった。
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歳出総額

義務的経費
　　うち人件費
　　 　　扶助費
　　　　 公債費

投資的経費

一般行政経費

［予算額］ ［対前年度比］

333億円

142億9,058万8千円
54億4,058万7千円

      57億1,271万2千円
      31億3,728万9千円

  ＋1億1,050万1千円 （＋2.1％）

66億7,145万1千円

■ 歳出 （性質別）

123億3,796万1千円

＋13億9,671万3千円

＋3億699万2千円
  ＋4,442万6千円

＋1億4,136万8千円

（＋5.7％）
（＋1.4％）

（＋26.5％）

（＋1.2％）

＋4億6,191万9千円

＋20億円 （＋6.4％）

（＋3.3％）

義務的経費

42.9％(▲1.3%)

投資的経費

20.0％(＋3.1%)

一般行政経費

37.1％(▲1.8%)

人件費 16.3％(▲0.7%)

5,440,587千円

扶助費 17.2％(▲0.1%) 

5,712,712千円

公債費 9.4％(▲0.5%)

3,137,289千円

投資的経費 20.0％(＋3.1%)

6,671,451千円

物件費 15.3％(＋0.8%)

5,083,914千円

補助費等 12.7％(▲1.5%)

4,210,218千円

繰出金 7.0％(▲0.4%)

2,330,478千円

その他 2.1％(▲0.7%)

713,351千円

※ 別紙-4「平成27年度 一般会計当初予算 対前年度比較表〔2.歳出／(1)性質別

一般会計（歳出）

※（ ）は前年度との比較
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民生費 29.7％(＋0.2%)

9,881,783千円

土木費 9.6％(▲2.5%)

3,210,223千円

公債費 9.4％(▲0.4%)

3,126,245千円

教育費 13.5％(▲0.8%) 

4,511,139千円

衛生費 6.3％(▲0.2%)

2,086,068千円

総務費 20.5％(＋4.8%)

6,829,543千円

農林水産業費

4.7％(▲0.9%)

1,550,281千円

商工費 2.6％(▲0.1%)

869,434千円

消防費 2.7％(▲0.1%)

910,619千円

災害復旧費 0.0％(0.0)

4千円

議会費 0.8％(0.0%) 

261,323千円

その他 0.2％(0.0%)

63,338千円

■ 歳出 （目的別）

■ 投資的経費 （予算額） の推移

38.2 
34.0 

38.1

52.7

66.7
2.1

3.6

0

10

20

30

40

50

60

70

80

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

除染対策費

普通建設事業費

≪増減の主な要因≫

◎複合施設整備事業

＋15.1億円

◎表郷こども園建設事業

＋2.2億円

◎体育施設改修事業

＋1.8億円

◎清水門復元整備事業

▲2.0億円

≪令和７年度の主な事業≫

◎複合施設整備事業

32.5億円

◎道路改良事業（交付金）
4.4億円

◎表郷こども園建設事業
2.4億円

億円

52.7

66.7

40.3 37.6 38.1

※（ ）は前年度との比較
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7,009 千円

239,500 千円

4,858 千円 【生活防災課】

2,000 千円 【生活防災課】

重点事業　　　　　　　              １　安全・安心分野

17事業：5億1,688万3千円

≪土木費≫ 空き家対策事業

新規
空き家対策事業（相続財産清算人制度
活用事業・代執行による解体工事）

　良好で快適な生活環境の形成を図るため、相続財産清算人制度の活用
や代執行により特定空家等の解消を進める。

【環境保全課】
【建築住宅課】

　集中豪雨等による河川や農業用施設、山林の災害を防ぐため、河川護
岸の改修などを行う。
　また、河川や農業用排水路、ため池に起因する浸水被害を防止するた
め、堆積した土砂の撤去を実施する。

継続
緊急自然災害防止対策事業（河川・農業
用施設・治山施設）
緊急浚渫推進事業（河川・農業用施設）

≪土木費・農林水産業費≫ 緊急浚渫推進事業（農業用・林業施設）身近な道路河川強靭化事業（河川）

【道路河川課】
【農林整備課】

災害対策事業≪消防費≫

≪消防費≫

新規 消防団ヘルメット支給事業

　消防団活動の充実・強化と安全確保を図るため、消火活動の際に着用
するヘルメットを更新する。

消防団運営事業

新規 総合防災訓練事業

　市民の防災意識の向上を図るため、県と共催で総合防災訓練を実施す
る。

浚渫した河川

改修した護岸

装備一式

火災を想定した水出し訓練

空き家解体工事のイメージ

-8-



重点事業　　　　　　　              １　安全・安心分野

№ 区分
事業費

（千円）
担当課名

1 継続 920 生活防災課

2 継続 14,621 生活防災課

3 継続 900 環境保全課

4 継続 3,245 環境保全課

5 継続 20,150 農林整備課

6 継続 8,049 農林整備課

7 継続 128,000 道路河川課

8 継続 750 建築住宅課

9 継続 2,447 建築住宅課

10 継続 11,000 建築住宅課

11 継続 3,620 生活防災課

12 継続 40,268 生活防災課

13 継続 29,546 生活防災課

土木費
空き家対策事業（空き
家解体費補助金・融
資）

　良好で快適な生活環境を保持するため、老朽空家や特定空家等の
解体工事に要する費用の一部に対して補助及び融資を行う。

消防費
消防施設（消火栓等）
整備事業

　迅速な消防活動のため、水道管延長工事に伴い消火栓を新設す
る。また、集落内に消火栓が設置できない地区に防火水槽を設置す
る。

消防費
消防団員装備品整備事
業

　消防団活動の充実・強化と安全確保を図るため、消火活動の際に
着用する防火衣、胴ベルト、ロング長靴及び防火防水手袋を配備す
る。

消防費 消防車両等整備事業
　消防団活動に必要な軽積載車及び小型動力ポンプについて、耐用
年数に応じて順次、更新配備する。

総務費 交通安全啓発事業
　交通安全啓発のため、ポスターや標語コンクールを開催するほ
か、新入学児童に啓発グッズを配布する。

衛生費 環境水質監視調査事業
　水質汚濁防止法に基づき、河川・南湖等の水質を測定調査し、水
質環境を保全する。

総務費 消費者行政事業
　消費生活センターを設置・運営し、消費者トラブルに対する相談
や注意啓発を行う。

衛生費 環境騒音調査事業
　騒音規制法に基づき、環境・自動車交通・高速道路及び新幹線の
騒音レベルを測定し、良好な住環境を保持する。

　農業用水の安定的な供給を図るため、農地や堰、ため池などの農
業水利施設の整備を行う。

農林水
産業費

農業水路等長寿命化・
防災減災事業

　老朽化が進む農業水利施設（用排水路、堰等）について、きめ細
かな長寿命化対策及び機動的な防災減災対策を講じるため、機能保
全計画に基づき改修工事を実施する。

農林水
産業費

強い農業基盤づくり事
業（農業水利施設保全
合理化事業）

土木費
安全安心な生活道路河
川保全事業

　市道及び準用河川、普通河川の適切な維持管理を行い機能を保全
し、安全安心な生活を確保する。

土木費
木造住宅耐震診断者派
遣・耐震改修助成事業

　昭和５６年５月３１日以前に建築された居住木造住宅で、所有者
が耐震診断を希望する場合に、耐震診断者を派遣する。また、耐震
診断により耐震基準を満たさないと判定された木造住宅の耐震改修
工事費の一部を助成する。

土木費
ブロック塀等改修助成
事業

　震災に強いまちづくりを推進するため、道路沿いにある建築基準
法に適合しないブロック塀等の除去・新設及び改修に要する費用の
一部を助成する。

≪その他の主な事業≫

費目 事業名 事業の概要
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自治振興一般管理費

1,826 千円

表郷こども園建設事業

241,258 千円 　【こども育成課】

認知症施策推進事業

568 千円 　【高齢福祉課】

おひとりさま支援事業

404 千円 　【高齢福祉課】

3,168 千円 　【高齢福祉課】

放課後児童クラブ運営事業

115,802 千円 　【こども育成課】

学校給食一般管理費

55,566 千円 　【健康給食推進室】拡充 給食費負担軽減事業

　物価高騰により給食の食材費が値上がりしている中、これまでどおり
の質や量を保った給食を提供しながら保護者負担の軽減を図るため、食
材価格高騰分を市が負担する。

≪民生費≫

拡充 放課後児童クラブ満足度向上事業

　安心安全で楽しく過ごせる放課後の居場所の確保や小学生期の多様な
体験を充実させるため、民営化によるサービス向上を図る。

≪教育費≫

DX家族あんしん相談事業

　単身高齢者と遠方の家族をオンラインで結び、映像を通して相談でき
るようにするため、デジタルツールを活用し、本人、遠方の親族、ケア
担当者、地域包括支援センター、市相談員などが遠隔で安否確認や情報
共有を可能にすることにより、単身高齢者の早期支援を行う。

≪民生費≫

新規 見守りQRコード事業

　認知症の方などが行方不明の際、本人の身元の情報を把握できるよう
にするため、コールセンターに繋がる「ＱＲコード」が印刷されたシー
ルを衣服や靴にあらかじめ張り付け、コードを読み取ることで早期発
見、保護に繋げるための体制を整備する。

≪民生費≫

新規 終活準備支援事業

重点事業　　　　　　　       ２　健康・福祉・医療分野

62事業：17億3,240万9千円

≪民生費≫

継続 表郷こども園整備事業

　おもてごう保育園を表郷幼稚園の隣接地に移転新築し、表郷幼稚園と
併せて「（仮称）表郷こども園」を整備するため、令和６年度の実施設
計を基に建築工事を行う。

　身寄りのない高齢者が、病院の入退院や転院、施設への入所の際に、
「身元保証人」がいないことにより、円滑に手続きを進められないと
いった問題を解消するため、意思判断能力がはっきりしている間に、緊
急連絡先や医療、介護の方針、終いまでの本人の希望を明記し、本人の
意思に基づいた支援が可能となるよう支援シートを作成する。

≪民生費≫ おひとりさま支援事業

【生活防災課】

≪総務費≫

新規 ヨル活交流事業

　未婚者の自然な出会いの場を創出するため、平日の夜間帯で気軽に交
流できるイベントを定期的に開催する。

新規

外観イメージ

イメージ図

相談

支援

イメージ図

遠方の親族など

市
高齢者と包括

イメージ図

児童クラブの様子

給食の様子

若者のコミュニティ
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重点事業　　　　　　　       ２　健康・福祉・医療分野

№ 区分
事業費

（千円）
担当課名

1 継続 12,000 生活防災課

2 継続 7,903 生活防災課

3 継続 160 社会福祉課

4 継続 11,196 社会福祉課

5 拡充 10,477 社会福祉課

6 継続 130,408 社会福祉課

7 継続 27,346 高齢福祉課

8 継続 4,089 高齢福祉課

9 継続 3,330 高齢福祉課

10 拡充 775 高齢福祉課

11 継続 9,170 高齢福祉課

12 継続 20,132 こども支援課

13 継続 4,524 こども育成課

14 継続 812 こども支援課

15 継続 360 こども支援課民生費 子育てサロン推進事業
　地域の方とふれあいながら子育てを楽しめる環境づくりを促進する
ため、乳幼児及びその保護者が自由に集い、仲間づくりを行う場を運
営する団体に対し補助金を交付する。

民生費 保育対策総合支援事業
　保育人材を確保するとともに保育士の負担軽減を図るため、民間保
育園の保育支援者及び保育補助者の雇用に必要な経費の一部を補助す
る。

民生費
白河っ子家事・育児サ
ポート事業

　家事・育児等に対して不安や負担を抱える子育て家庭、妊産婦、ヤ
ングケアラー等がいる家庭を支援員が訪問し、不安や悩みを傾聴する
とともに、家事・育児等を支援する。

民生費
福祉・介護人材確保支
援事業

　介護サービス需要の増加により介護人材不足が課題となっているこ
とから、地域の介護人材を確保するため、市民の介護資格取得や介護
職を志す専門学校生及びしらかわ介護福祉専門学校を支援する。

民生費
地域子育て支援拠点事
業

　未就学の乳幼児とその親が気軽に集い、育児相談、交流や仲間づく
りができる子育て広場をマイタウン白河、サンフレッシュ白河などに
設置する。

民生費
高齢者等住宅改修助成
事業

　高齢者が安心して暮らせる住環境を整備するため、手すりの取り付
け、段差解消などの住宅改修費用のほか、エアコンや火災報知器の設
置費用を助成する。

民生費
高齢者いきいき応援事
業

　聴力低下による認知症やフレイルの進行を緩やかにするため、加齢
による難聴で生活に支障が生じている高齢者に補聴器購入に係る費用
の一部を助成する。

民生費
高齢者見守り生活支援
事業

　高齢者の買い物支援や見守りを行うため、高齢者への声掛けを含め
た移動販売、買い物代行を実施する。
　高齢者の孤立やフレイル(心身の活力や筋力の低下による虚弱)を防
止するため、高齢者への安否の確認や相手方からも気軽に相談できる
コールセンターを運営する。

民生費 あったか訪問収集事業
　所定の収集所までごみを搬出することが困難な高齢者に対し、継続
的な戸別収集と安否確認を実施し、住み慣れた地域での安心した生活
を支援する。

民生費
地域生活支援事業
（日中一時支援事業）

　障がい児・者の一時預かりを行う日中一時支援事業において、保護
者の一時休息や就業機会を確保するため、土日や夕方等の支援を強化
する。

民生費 重度障がい者支援事業
　重度障がい者の経済的負担を軽減するため、医療費の自己負担金相
当額を給付するほか、治療材料の給付や通院交通費の補助等を行う。

民生費 ケアラー支援事業
　事業者、関係機関、市民を対象にケアラーに対する支援対策のため
の研修会を実施し、ケアラーへの支援者を育成する。

民生費
ひきこもり自立支援事
業

　孤独・孤立の問題を抱える幅広い世代の方を相談支援センターＴＵ
ＮＡＧにつなぎ、勉強会やボランティア活動などを通じての自立や社
会参加を促進する。
　また、ひきこもりやニートなど社会生活を送る上で困難を抱える若
者に対して「居場所（ユースプレイス）」を提供し、就労、進学意欲
の向上を図る。

≪その他の主な事業≫

費目 事業名 事業の概要

新婚生活スタート応援
事業

　定住の促進及び少子化対策として若年・低所得の新婚世帯に対し
て、結婚に伴う新生活のスタートアップに係る経費（住宅取得、家
賃・敷金・礼金、引越し費用など）を助成する。

総務費

総務費
良縁めぐりあわせ応援
事業

　結婚したいという希望を実現させるため、専門員による相談窓口の
運営や各種イベントを開催するとともに、様々な知識や経験を有する
サポーター制度を導入することで、伴走型による支援を行う。
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重点事業　　　　　　　       ２　健康・福祉・医療分野

№ 区分
事業費

（千円）
担当課名

16 拡充 1,001 こども支援課

17 継続 7,910
こども支援課
こども育成課

18 拡充 32,070 こども支援課

19 継続 2,160 こども支援課

20 継続 21,506 こども支援課

21 継続 305,076 こども支援課

22 継続 3,184 こども支援課

23 継続 3,480 こども支援課

24 継続 19,297 こども育成課

25 継続 6,300 こども育成課

26 継続 1,908 環境保全課

27 継続 43,701 健康増進課

28 継続 94,114 健康増進課

29 新規 21,215 健康増進課

30 新規 160 健康増進課

衛生費 ごみ袋支給事業
　社会的弱者の負担軽減を図るため「児童扶養手当受給世帯」及び
「生活保護受給世帯」へごみ袋を支給する。

衛生費
帯状疱疹ワクチン予防
接種費用助成事業

　令和７年度から定期接種となる帯状疱疹ワクチンの対象とされた６
５歳の方等に対して、同ワクチン予防接種に係る費用を助成する。

衛生費
造血幹細胞移植に係る
予防接種再接種費用助
成事業

　造血幹細胞移植等により既に定期接種で得ていた免疫が低下又は消
失した方に対して、感染症発症・重症化予防のために必要な再接種の
費用を助成する。

衛生費
インフルエンザワクチ
ン予防接種費用助成事
業

　感染症対策と子育て支援を図るため、中学生以下の方と重症化リス
クの高い妊婦、６５歳以上等の方に対して、インフルエンザワクチン
予防接種に係る費用を助成する。

衛生費
新型コロナワクチン予
防接種費用助成事業

　６５歳以上等の方に対して、新型コロナワクチン予防接種に係る費
用を助成する。

民生費 保育士確保対策事業
　民間保育施設の保育士不足を解消するため、有料職業紹介事業者か
らの紹介により保育士を確保した際の利用料の一部を助成する。ま
た、新採用や再就職する保育士にお祝い金を支給する。

民生費
子どもの居場所づくり
支援事業

　食事の提供や学習支援等を行う子どもの居場所（こども食堂）を確
保し、子どもの生活向上を図る。

民生費
白河っ子すくすく応援
クーポン券支給事業

　未来を担う子どもの健やかな成長を願い、子育てに係る保護者の経
済的負担を軽減するため、こども服やこども下着等の購入に使用でき
るクーポン券（３万円分）を１～３歳児の保護者に支給する。

民生費 病児保育事業
　保護者の育児の負担軽減を図るため、病気の治療中または回復期に
あり、保育園や家庭での保育が困難な子どもを預かる病児保育施設
（白河厚生総合病院敷地内）を運営する。

民生費
ひとり親家庭ジョブサ
ポート事業

　「就業支援専門員」を配置し、ひとり親の就業支援を行うことによ
り生活の安定と自立を支援する。

民生費
ひとり親家庭キャリア
アップ応援貸付事業

　資格取得のために養成機関で修業中のひとり親に対して、修業中の
生活費を貸し付ける（月５万円を基本とする。）とともに、修業終了
後に一定の条件を満たした場合にはその返還を免除する。

民生費
白河っ子小学校入学祝
金支給事業

　子どもの小学校入学を祝うとともに、入学時における保護者の経済
的な負担を軽減するため、５万円の入学祝金を支給する。

民生費 こども医療費助成事業
　子どもの健康増進や子育て世帯の経済的負担の軽減のため、出生か
ら１８歳までの児童の通院や入院などの医療費の一部負担金、入院時
の食事代等を助成する。

民生費
すこやか相談・発達支
援事業

　４歳児対象の子育て相談会や発達支援のための教室及び発達相談会
等を開催し、保護者や関係機関と情報を共有しながら、子ども一人ひ
とりの個性や特性、成長段階に応じた助言を行い子育てをサポートす
る。

≪その他の主な事業≫

費目 事業名 事業の概要

民生費 子育て短期支援事業
　保護者の育児疲れ等により、家庭における児童の養育が困難となっ
た場合に、児童福祉施設等で一時的に児童を養育する。
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重点事業　　　　　　　       ２　健康・福祉・医療分野

№ 区分
事業費

（千円）
担当課名

31 継続 748 健康増進課

32 継続 20,493 健康増進課

33 継続 752 健康増進課

34 継続 92,033 健康増進課

35 継続 55,400 健康増進課

36 継続 10,000 健康増進課

37 継続 1,100 健康増進課

38 継続 6,423 こども支援課

39 継続 5,628 こども支援課

40 拡充 47,197 こども支援課

41 継続 2,031 こども支援課

42 拡充 1,680 こども支援課

43 継続 6,150 こども支援課

44 継続 2,650 こども支援課

45 拡充 10,542 こども育成課教育費
放課後子ども教室推進
事業

　子どもの発想力や想像性を磨くと同時に社会性を育むなど未来を切
り拓く人間力を身に付けるため、地域の方々の協力を得て、令和６年
度に開設した放課後子ども教室１教室に加え、２教室を開設する。

衛生費 地域医療体制支援事業
　救急・周産期・小児・脳疾患医療体制を確保するため、県南地域の
基幹病院である白河厚生総合病院に対し、西白河郡４町村及び那須町
とともに助成を行う。

衛生費
医療機関新規開業支援
事業

　地域の医療体制の弱体化を防ぎ、安心して暮らせる医療体制を確保
するため、新規開業と医業継承に対し奨励金を交付して支援する。

衛生費
へる塩プロジェクト事
業

　高血圧症の発症や予防を目的とした減塩教室やへる塩健康応援店の
募集などに加えて、児童の塩分摂取量の見える化などにより、子育て
家庭から減塩の意識を高めていく。

衛生費 健康ポイント事業

　市民の健康に対する意識の醸成と健康寿命の延伸を図るため、活動
量計等を活用し、日々の歩行や血圧・体脂肪等の測定データを自動的
に管理する。また、健診の受診や歩数等に応じてポイントを付与する
健康プログラムを活用し、市民の健康づくりを支援する。

≪その他の主な事業≫

費目 事業名 事業の概要

衛生費
血糖チェックで健康づ
くり事業

  健診結果で血糖の項目が要指導の方を対象に血糖値を測定できる小
型センサーを装着し、食事や運動などによる血糖値の変動を知ること
により、生活習慣改善の意識づけと行動変容を図る。

衛生費 健康診査事業

衛生費 がん患者支援事業

　がん治療に伴う外見の変化によりウィッグや補整具を購入する際の
費用を助成する。また、小児慢性特定疾病医療などの制度に該当しな
い１８歳から３９歳までの末期がん患者の在宅サービスの利用料を助
成する。

衛生費 妊産婦医療費助成事業
　妊娠期の疾病や負傷等は母体だけでなく、胎児への影響も懸念され
ることから、経済的負担を軽減し、妊婦が安心して出産を迎えられる
よう医療費の保険診療負担金分を助成する。

衛生費 不妊治療費助成事業
　子どもを授かることを希望する方の経済的負担を軽減するため、保
険適用外となる不妊治療費を助成する。

衛生費 産後ケア事業
　心身が不安定になりやすい産婦と乳児を預かり母体の保護等を行う
産後ケア事業を利用した場合の自己負担額の一部を助成する。

衛生費
生後１か月児健康診査
費用助成事業

　身体発育状況、栄養状態などを検査する生後１か月児の健診費用を
助成する。

衛生費 妊産婦等健康診査事業

　妊産婦に対して健やかな出産を支援するため、計１７回の妊産婦健
診の費用を助成することに加え、遠方の分娩施設（出産を扱う病院や
診療所、助産所）で出産する際に、出産時の交通費や宿泊費の一部を
助成する。

衛生費 乳幼児家庭訪問事業
　生後４か月までの子どもがいる家庭を全戸訪問するほか、それ以外
の乳幼児の家庭にも必要に応じ訪問を行い、健やかな子育てを支援す
る。

衛生費 乳幼児健康診査事業
　こどもの健やかな成長を確認し、安心して子育てをするために、定
期的な乳幼児健康診査を行う。

  糖尿病等の生活習慣病有病者や予備軍の減少、がんの予防や早期発
見により健康で快適な生活を送れるよう、健康診査、がん検診、歯周
病健診を実施する。
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重点事業　　　　　　　       ２　健康・福祉・医療分野

№ 区分
事業費

（千円）
担当課名

46 継続 76,457 学校教育課

47 継続 19,350 健康給食推進室

48 継続 15,790 国保年金課

49 継続 6,328 高齢福祉課

50 継続 10,200 高齢福祉課

51 継続 1,581 高齢福祉課

52 継続 96,545 高齢福祉課

53 継続 9,927 高齢福祉課

54 継続 6,612 高齢福祉課

55 拡充 2,436 高齢福祉課

介護特会
在宅医療・介護連携推
進事業

　医療と介護の両方を必要とする高齢者が安心して生活ができるよ
う、医療と介護を一体的に提供できる体制づくりを白河地方在宅医
療・介護連携支援センターが中心となり推進する。

介護特会
認知症予防事業（脳の
健康教室）

　高齢者の認知症予防のため、令和６年度にモデル事業として開始し
た「脳の健康教室」は認知症予防効果が認められたことから、教室を
増設する。

介護特会
地域包括支援センター
運営事業

　高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせる地域づくりを推進する
ため、地域包括ケアシステムの中核的機関である地域包括支援セン
ター（市内４か所）を運営する。

介護特会
認知症地域支援・ケア
向上事業

　認知症の方が住みなれた地域で安心して暮らし続けられるよう、地
域支援推進員を配置し、家族等の相談や関係機関の連携支援、認知症
に対する啓発を行う。

介護特会
高齢者居場所づくり事
業

　高齢者の介護予防と生きがいづくりを図るため、高齢者等が気軽に
集まり交流する場として、常設型の居場所（市内５か所）を運営す
る。

介護特会
高齢者すまい・生活支
援事業

　身寄りのない高齢者等が住み慣れた地域で継続的に安心して暮らせ
るよう、地域連携・協働のネットワークを構築し、生活や転居の際の
支援を行う。

介護特会
高齢者サロンあったか
センター事業

　高齢者が気軽に集まり、地域の住民が相互に交流することができる
高齢者サロン「あったかセンター」の設置を推進し、その運営費を補
助するとともに、運営に携わる高齢者サポーターを養成する。

教育費
多子世帯給食費負担軽
減事業

　多子世帯が子育てしやすい環境を充実させるため、１８歳以下の兄
弟姉妹のうち、義務教育を受けている第３子以降の児童生徒を対象
に、学校給食費を全額助成する。

≪その他の主な事業≫

費目 事業名 事業の概要

教育費
就学援助事業（小・中
学校）

　経済的理由により就学困難と認められる児童・生徒の保護者に対
し、就学援助費を支給する。

国保特会
子どもに係る国民健康
保険税の減免事業

　子育て世帯の負担軽減を図るため、子ども（１８歳以下）に係る国
民健康保険税均等割を全額免除する。
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5,000 千円 　【商工課】

商工業振興対策事業

6,900 千円 　【商工課】

産業プラザ運営事業

16,072 千円 　【商工課】

地域情報発信事業

21,631 千円 　【観光課】

大河ドラマ「べらぼう」連携事業

18,170 千円 　【観光課】

公営住宅維持管理費

10,000 千円 　【建築住宅課】

商工業振興対策事業

新規 大河ドラマ『べらぼう』を活用した観光PR事業

　大河ドラマ「べらぼう」に松平定信公が主要な人物として登場するこ
とから、定信公の業績を顕彰するとともに、市内への観光誘客につなげ
るため、ドラマ展や関連イベントを開催する。

重点事業　　　　　　　               ３　産業・雇用分野

50事業：7億5,016万5千円

継続 白河が応援、白河を応援プロジェクト事業

≪商工費≫

≪商工費≫

新規 小規模事業者ステップアップ支援事業

　賃金上昇や物価高騰に伴い、小規模事業者の経営が厳しさを増してい
ることを踏まえ、事業活動の拡大、人材の定着及び育成に関する経費な
どに助成し、小規模事業者の経営基盤の強化を支援する。

≪商工費≫

新規 ビジネスリレーサポート事業

　これまで培ってきたものづくりの高い技術や市民に親しまれてきた食
など貴重な資源を将来につなぐため、後継者不在や専門知識がないなど
の理由で事業承継が進まない小規模事業者等に伴走支援を実施する。

≪商工費≫

拡充 DX推進センター運営事業

　人手不足が深刻化する中で、企業においては業務効率化による生産性
の向上や企業競争力強化のためＤＸが必要不可欠となっていることか
ら、専門家（地域活性化起業人や専門業者）のノウハウを活用し市内企
業がＤＸに取り組むにあたっての課題解決を伴走支援する。

　「知ってもらう」「食べてもらう」「来てもらう」の３つの視点で、
新聞広告の掲載や、台湾での物産展の開催、白河ラーメンに関するテレ
ビ放映などにより本市の特色ある情報を継続して発信し、インバウンド
による観光客増加と原子力災害の風評払拭を図る。

≪商工費≫

≪土木費≫

新規 企業応援社員住宅整備事業

　石久保市営住宅等を企業向け社員住宅として居住環境を整備し、企業
の雇用促進を支援する。

（イメージ）

ポスター・のぼり旗

台湾物産展

市と専門家の協定締結

市営住宅

リスキリング研修

食の伝授
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重点事業　　　　　　　               ３　産業・雇用分野

№ 区分
事業費

（千円）
担当課名

1 継続 5,320 農政課

2 継続 460 農政課

3 継続 9,004 農政課

4 継続 1,400 農政課

5 継続 5,000 農政課

6 継続 7,200 農政課

7 継続 19,000 農政課

8 継続 2,363 農政課

9 継続 48,035 農政課

10 継続 4,500 農政課

11 継続 494 農政課

12 継続 1,000 農政課

13 継続 2,222 農政課

14 継続 8,200 農林整備課

15 継続 14,198 農林整備課

農林水
産業費

農業の未来をつくるス
マート農業推進事業

　農作業の省力・軽労化や栽培技術の集積によるスムーズな継承等
を行う農業者を支援するため、農業技術の向上や生産の効率化に資
するＩＣＴ機器及びロボット技術導入に要する経費の一部を補助す
る。

農林水
産業費

事業継承支援事業
　親元就農や第三者継承により新たに就農する方の、営農に必要な
免許・資格の取得や研修の受講、法的手続き等にかかる費用を支援
し、次世代の地域農業を担う人材の確保・育成を図る。

農林水
産業費

ディスカバリー白河農
活事業

　農業従事者の高齢化や、地域における担い手不足を解消するた
め、農業体験等を通じて新規就農希望者が就農に対するイメージを
つかむ機会を地域ぐるみで支援する。

農林水
産業費

白河市産米消費拡大及
び魅力発信事業

　白河産米に触れる機会の創出・誘導を図りながら、白河産米の安
定的な需要確保及び地産地消の推進による消費拡大を図る。

白河の大地が君を待
つ！就農全力バック
アップ事業

　全国に広がる田園回帰の流れを捉え、就農フェア等における希望
者へのＰＲや就農体験などを通して、新規就農及び移住・定住を促
進する。

農林水
産業費

新規就農者育成総合対
策事業

農林水
産業費

農業用施設維持管理事
業

農業用施設の修繕や改修を実施し、施設の長寿命化や災害への備え
を強化するとともに、農業環境の改善を図る。

農林水
産業費

中山間地域等直接支払
事業

　農業の担い手確保と就農後の定着を図るため、原則５０歳未満の
独立・自営就農者（認定新規就農者）に対し経営資金の交付や機械
導入費用の一部を補助する。

農林水
産業費

がんばる新規就農者支
援事業

　認定新規就農者が安定的かつ計画的に営農に臨めるよう、経営規
模目標達成のために必要な施設整備や機械購入等に要する経費の一
部を補助する。

　農業の生産条件が不利な中山間地域において、農地の管理方法等
を定めた協定を締結し、農業生産活動を継続する集落を支援する。

農林水
産業費

≪その他の主な事業≫

費目 事業名 事業の概要

集落営農活性化プロ
ジェクト促進事業

　集落営農組織構成員の高齢化や減少が進む中で、組織の活性化に
向けた取り組みを支援する。

農林水
産業費

畑作物生産支援事業

　異常気象や病害虫の発生、資材の高騰等、畑作物の生産を取り巻
く環境が厳しさを増すなか、担い手の減少、耕作放棄地の拡大が懸
念されるため、野菜や果樹の営農継続や経営の拡大に向けた取組み
を支援する。

農林水
産業費

地域計画担い手確保支
援事業

　地域計画に位置付けられ、経営規模の拡大を図る担い手を支援す
るため、農業機械等の整備に対して一部を補助する。

農林水
産業費

農林水
産業費

水田経営安定助成事業
　食料自給率の向上や飼料用作物の国内生産拡大を図るため、水田
を有効活用し畑作物や飼料用米の生産推進を図る。

農林水
産業費

農業経営アカデミー推
進事業

　規模拡大を図る若手農業者などを対象に、経営の視点での農業講
座を開催し、稼げる農業経営を身に付けてもらうことにより、基幹
産業である農業の底上げを図る。

農林水
産業費

農畜産物６次化・ブラ
ンド化推進事業

　「農産物ブランド白河しろもの」の認証制度の推進及び販路拡大
に向けた事業を展開するほか、6次化商品の開発支援に取り組む。
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重点事業　　　　　　　               ３　産業・雇用分野

№ 区分
事業費

（千円）
担当課名

16 継続 206,000 農林整備課

17 継続 12,288 農林整備課

18 継続 4,680 農林整備課

19 継続 85,068 農林整備課

20 継続 57,990 農林整備課

21 継続 19,800 農林整備課

22 継続 4,900 農林整備課

23 拡充 2,261 商工課

24 継続 1,000 商工課

25 継続 1,305 商工課

26 継続 516 まちづくり推進課

27 拡充 15,000 まちづくり推進課

28 継続 6,878 まちづくり推進課

29 継続 3,383 商工課

30 継続 47,199 商工課

農林水
産業費

有害狩猟鳥獣捕獲支援
事業

　野生鳥獣から農林業及び生活への被害を防ぐ取組みとして、イノ
シシやニホンジカ等の捕獲報奨金を支給する。また「鳥獣被害防止
対策協議会」へ補助金を交付し取り組みを支援する。

農林水
産業費

多面的機能支払交付金
事業

　農業・農村の有する多面的機能を維持・発揮させるため、地域が
協働活動で行う農地、水路等の施設の管理や長寿命化のための補修
活動を支援する。

農林水
産業費

ふくしま森林再生事業
　原発事故により停滞している森林整備や林業生産活動を活性化さ
せるため、放射性物質の動態に対応した整備計画の策定及び森林・
路網整備工事を行う。

農林水
産業費

森林病害虫等防除事業
　松くい虫から松林を守り、被害のまん延防止を図るため、被害木
の伐倒・破砕処理を行う。

商工費
商店街等街路灯維持管
理事業

　電気料高騰対策として、令和4年度から実施している商店街等で
設置する街路灯の維持管理費補助に加え、街路灯の省エネ化に必要
な改修費用の一部を補助する。

商工費 まちなか居住支援事業
　まちなかでの快適な暮らしを支援し、居住促進を図るため、他市
町村より転入し中心市街地内の民間賃貸住宅に入居した子育て世帯
の家賃の一部を助成する。

商工費
白河市男性育児休業取
得補助金

 市内中小企業の男性従業員の育児休業取得率向上を図るため、男
性従業員の育児休業取得日数に応じ事業主に対し補助金を支給す
る。

農林水
産業費

広葉樹林再生事業
　放射性物質の影響により、整備がされていない広葉樹林を木材資
源の循環・地域資源の活用のため、伐採や作業道を整備し林業の再
生を図る。

農林水
産業費

しらかわ未来の森林
（もり）づくり事業

　里山の生物の多様性を確保し良好な景観を形成するため、里山整
備を行う緑化団体に対し取組を支援する。

農林水
産業費

森林経営管理事業
　森林が持つ公益的機能発揮させながら、森林を健全な状態で次世
代へつなぐ取組を行う。

≪その他の主な事業≫

費目 事業名 事業の概要

商工費 産業プラザ運営事業
　産業プラザを拠点として、企業間のマッチング、起業・創業支
援、サテライトオフィスの運営管理などの産業振興事業を産業サ
ポート白河に委託して実施する。

商工費
まちなかチャレンジ応
援事業

　中心市街地の賑わい創出につなげるため、空き家や空き店舗を活
用した新規出店や交流拠点及びIT関連事業所の開設に係る改装費等
の一部を補助する。また、新たに店舗兼住宅物件の入口の改修等の
一部を補助する。

商工費
屋内遊び場「わんぱー
く」管理運営事業

　中心市街地の賑わい創出と子育てを支援するため、市民の交流拠
点であるマイタウン白河で木育・知育をテーマにした屋内遊び場を
運営する。

商工費 しらかわＬＡＢ事業

商工費
小規模企業支援資金融
資制度事業

　地域企業の活性化を図るため、小規模事業者経営改善資金制度の
利用者が負担する利子の一部を補填する。

　市内の中小企業に勤務する若手社員や人事担当職員が、企業の現
状・課題を話し合い、企業側の若い世代への理解や離職率を減らす
ための解決策を検討するとともに、その策を市内企業へ共有し人材
の確保につなげる。
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重点事業　　　　　　　               ３　産業・雇用分野

№ 区分
事業費

（千円）
担当課名

31 継続 2,000 商工課

32 新規 1,000 商工課

33 継続 7,151 商工課

34 継続 5,007 商工課

35 継続 443 商工課

36 継続 8,348 商工課

37 継続 18,626 商工課

38 継続 1,000 観光課

39 継続 466 観光課

40 継続 1,600 観光課

41 継続 18,813 観光課

42 継続 6,634 観光課

43 継続 3,740 観光課

44 継続 900 観光課

商工費 外国人材活用支援事業
　外国人労働者を雇用する企業が増加えていることから、外国人の
就労に関して、企業や外国人個人が抱える悩みや問題を気軽に相談
できる窓口を設置する。

商工費
ＵＩＪターン就活促進
事業

　ＵＩＪターン予定者の就職活動に対して、企業案内チラシ配付や
交通費補助を実施し、地元企業の人材確保と定住の促進を図る。

商工費 三史跡観光ＰＲ事業
　松平定信公にゆかりのある三史跡「小峰城跡」「南湖公園」「白
河関跡」と歴史や文化、食などの観光資源を結び重点的にＰＲする
ことで、周遊観光の推進と滞在時間の延伸につなげていく。

商工費 創業者支援事業
　創業希望者や創業後間もない事業者を支援する「しらかわビジネ
ススクール」の開催を委託により実施する。また創業時に必要な設
備などに要する費用の一部を補助し、創業を支援する。

商工費
中小企業経営安定支援
事業

　中小企業の経営基盤安定のための人材不足対策（求人の掘り起こ
し、ＵＩＪターン促進、インターンシップ受入整備など）や新人社
員等への人材育成を支援する。

商工費
アジアンインバウンド
誘致事業

　台湾をターゲットに平成28年度から行っているインバウンド誘致
について、ふくしま県南観光推進協議会が事業主体となり、さらな
るインバウンドの獲得を図る。

商工費
しらかわ観光ステー
ション管理事業

≪その他の主な事業≫

費目 事業名 事業の概要

商工費
移住者支援就業促進事
業

　東京圏に勤務していた方が、市内に移住し就職する場合等に、新
たな生活に必要となる資金を支援することにより、地域の中小企業
等における人材不足の解消を図る。

商工費 企業立地奨励金事業
　本市に工場又は事業所を新設・増設する事業者に対し、奨励金を
交付することにより、産業の振興と雇用機会の拡大を図る。

商工費
サテライトオフィス推
進事業

　新たな企業の本市への進出や雇用促進、移住者の増加を図るた
め、サテライトオフィス開設に係る費用の一部を補助する。

　白河駅に隣接し本市の観光情報の発信拠点となる「しらかわ観光
ステーション」の管理運営を行う。

商工費
「食」による賑わい創
出事業

　表郷地域において地場産品等を販売する「マルシェ」を開催し、
地域の「食」の魅力を発信するとともに賑わいを創出し、地域の振
興を図る。

　那須町と連携した観光事業により両自治体間の周遊を促進すると
ともに、那須白河ブランドの定着を図り本市の知名度向上及び観光
誘客を拡大する。

商工費 サイン設置事業
　地域の魅力ある観光資源等へ誘導するサイン（看板）を新設・更
新することにより、円滑な人の流れを促す。

商工費
フィルム・コミッショ
ン事業

　首都圏からの交通の便が良く、歴史的建造物が多く残る本市の優
位性を活かし、映画やＣＭ、ドラマ等の撮影を誘致することによ
り、観光や文化の振興、地域活性化に繋げる。

商工費
広域観光推進事業（那
須町）
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7,873 千円 　【都市計画課】

城山公園整備管理事業

5,478 千円 　【都市計画課】

小峰城史跡整備事業

197,417 千円 　【文化財課】

体育施設改修事業

227,447 千円 　【生涯学習スポーツ課】

体育施設改修事業

23,000 千円 　【生涯学習スポーツ課】

市立図書館管理運営事業

763 千円 【図書館】

重点事業　　　        　　　　４　教育・文化・生涯学習分野

しらかわ子育てウェルカムブック事業

　親子で本に親しむ機会を作り、家庭での読書活動推進や図書館利用促
進を図るため、3歳児健康診査受診の際に引換券を配り、図書館来館時に
絵本のプレゼントを行う。

≪教育費≫

≪教育費≫

継続 清水門復元整備事業

　小峰城の価値をさらに高めるため、二之丸と本丸を結ぶ重要な門で城
内最大規模を誇った清水門の復元整備を実施する。

47事業：14億9,361万7千円

≪土木費≫

城山公園水堀水質浄化事業

　小峰城跡の貴重な構成要素である水堀について、周辺の生活環境を含
めた一体的な保全を図るため、水源・水質の調査を実施する。

南湖利活用事業

継続 南湖魅力向上事業

≪教育費≫

　南湖公園の魅力をＰＲするためのイベントを実施する。

≪土木費≫

新規

継続 白河総合運動公園市民プール改修事業

≪教育費≫

　施設の老朽化が顕著となっている市民プールの長寿命化を図るため、
管理棟やプールサイド等の修繕、幼児用スライダーや循環装置の改修を
行う。

新規 白河グリーンフィールド整備事業

　スポーツ環境の整備・充実を図るため、県南で初めてとなる、サッ
カー競技を中心とした多目的な人工芝のグラウンドを整備する。

新規

おはなし会

清水門復元イメージ

プールサイド改修後のイメージ

南湖公園

人工芝生化のイメージ

城山公園水堀
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重点事業　　　        　　　　４　教育・文化・生涯学習分野

№ 区分
事業費

（千円）
担当課名

1 継続 7,499 企画政策課

2 継続 9,000 地域拠点整備室

3 継続 702 まちづくり推進課

4 継続 3,750 文化振興課

5 継続 2,768 文化振興課

6 継続 1,100 文化振興課

7 継続 3,972 文化振興課

8 継続 221,148 文化振興課

9 継続 4,875 文化振興課

10 継続 86,435 都市計画課

11 継続 46,216 文化財課

12 新規 67,545 文化財課

13 新規 8,241 文化財課

14 継続 6,500 文化財課

15 新規 11,798 文化財課

≪その他の主な事業≫

土木費

　市民の文化芸術活動の活性化を図るため、次世代の育成、文化レ
ベルや技量の向上及び新規に活動する団体等へ助成する。

総務費
中学生・高校生海外派
遣事業（国際交流協会
事業）

　市内在住の中学生や高校生をフランスや台湾に派遣し、現地の高
校生等との交流などを通して、多様な考え方や異文化に対する理解
を深めることで、国際感覚を持った人材を育成する。

事業名 事業の概要

文化振興補助事業

総務費
女性に寄り添うライ
フ・ワークサポート事
業

　セミナー・ワークショップ、企業見学バスツアー、企業インター
ンシップなど、子育て中の女性をメインに就労支援や不安解消など
に繋がる事業を実施し、仕事と子育ての両立を支援する。

教育費
白河結城家文書修復事
業

　国重要文化財の「白河結城家文書」を後世に残していくため修復
を行う。

教育費 文化創造推進事業

教育費 史跡公有化事業

文化団体連合会運営事
業

　市民の文化芸術活動の活性化を図るため、文化祭や芸能大会等を
開催する連合会の事業に対し助成する。

　小峰城の本質的価値を構成する石垣を将来に引き継いでいくた
め、東側丘陵地の崩落している石垣修復のための測量設計を行うと
ともに、崩落の危険性が高い石垣の補修工事を行う。

教育費
アートによる文化振興
事業

　文化芸術活動による人づくりを推進するため、小学生、高校生を
対象とした演劇の講習会等を開催する。また、白河だるまに新たな
魅力を生み出し、市民や全国に発信するため、アートだるま公募展
を開催する。

教育費
天王山遺跡出土品修復
事業

　国指定重要文化財（美術工芸品）に指定された「天王山遺跡出土
品」について、良好な状態で継承していくため修復を行う。

教育費
文化交流館（コミネ
ス・東文化センター）
管理運営事業

　文化芸術の創造推進拠点として、効果的・効率的な運営及び施設
管理を行うとともに、多彩で質の高い自主事業を企画・運営する。
また、文化芸術レベルの向上と文化活動を通じた交流や人づくりを
推進するため、「コミネス交響楽団」など団体の育成を行う。

教育費 芭蕉白河の関俳句賞
　市民の文芸文化の向上を図るとともに、歴史、史跡等を中心とし
た白河の魅力を全国にＰＲし、交流人口の増加に繋げるため、全国
から俳句を募集する。

教育費 小峰城史跡整備事業

　文化芸術の鑑賞、創造の機会を創出するため、発信拠点としての
役割を担うコミネスの委託事業として、特に優れた芸術家を招へい
し、公演を行う。

費目

白河歴史教科書活用事
業

　本市の歴史と伝統に対する理解を深め、郷土愛を醸成するととも
に、魅力を発信するため「れきしら」から出題する「しらかわ検
定」や、小学生を対象とした「なつやすみ！白河たんけんクイズ」
を実施する。

　国指定史跡借宿廃寺跡の指定地内の土地について、適切な保存管
理・整備のため公有化する。

教育費

教育費

教育費
小峰城歴史館特別企画
展開催事業

　ＮＨＫ大河ドラマ「べらぼう」に白河藩主松平定信が登場するこ
とから松平定信に関する実物の資料を各地から一堂に集め、市と松
平定信の関係性や、市の歴史文化について広く周知を図る特別企画
展を開催する。

教育費 南湖公園史跡整備事業
　来訪者が安全に安心して、散策できるようにするため、南西部の
園路と照明を整備する。
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重点事業　　　        　　　　４　教育・文化・生涯学習分野

№ 区分
事業費

（千円）
担当課名

16 継続 21,270 教育総務課

17 新規 18,975 教育総務課

18 新規 4,840 教育総務課

19 継続 3,665 学校教育課

20 継続 34,205 学校教育課

21 継続 59,455 学校教育課

22 継続 175,774 学校教育課

23 継続 8,991 学校教育課

24 拡充 21,123 学校教育課

25 継続 6,683 学校教育課

26 継続 3,414 学校教育課

27 継続 24,070 学校教育課

28 継続 20,353 学校教育課

29 継続 20,202 学校教育課

30 継続 878 学校教育課

教育費

教育費 奨学資金貸与事業
　経済的理由により修学が困難と認められる学生に対し、奨学資金
を貸与し、教育の機会均等を図るとともに、返還一部免除制度によ
り地元への定住を促進する。

教育費 特別支援員配置事業

スクールカウンセラー
活用事業

　市内全校にスクールカウンセラーを配置し、不登校、友人関係の
つまずきや学習活動など適切に取り組めない状況の解決を図る。

教育費 英語指導助手招致事業
　外国人英語指導助手を招致し、小・中学校で生きた英語を学ぶ機
会を確保するとともに、外国語学習の充実を図る。

教育費
いじめ・不登校防止対
策推進事業

　心理テスト「Ｑ－Ｕ」を活用し、客観的に子どもたちの心理状況
を把握することにより、いじめや不登校を未然に防止する。また、
いじめ問題に連携して対応するため、いじめ対策連携協力会議を開
催する。

教育費 大信小学校改修事業
　大信小学校において、校舎屋根の経年劣化により雨漏りが発生し
ていることから、防水シートの張替え及び再塗装を行い雨漏りの防
止及び屋根全体の長寿命化を図る。

教育費
校内通信ネットワーク
整備事業（小・中学
校）

　国のＧＩＧＡスクール構想に基づき、小中学校の通信環境が国の
推奨する通信速度を満たしていない原因を特定するための調査を実
施し、その改善を図る。

学校図書館利活用推進
事業

　市立図書館と連携して全ての小中学校に学校司書を配置するとと
もに、更なる蔵書整備や新聞配備を行うことにより、子どもの豊か
な心を育むとともに学力向上を図る。

≪その他の主な事業≫

費目 事業名

教育費
ＩＣＴ教育環境整備事
業（小・中学校）

　ＩＣＴを最大限に活用した学びの創造を目指して、電子黒板など
を計画的に整備するとともに、ＩＣＴ支援員を各小・中学校に配置
し、授業指導の補助、コンピュータの操作や保守点検等を行う。

教育費
白河の歴史文化再発見
事業

　小峰城等の史跡、小峰城歴史館及び中山義秀記念文学館の見学、
並びに松平定信公の業績の学習などを通して、白河の歴史や文化に
ついて知識を深め、郷土に対する愛着や誇りを醸成する。

　小・中学校において障害のある児童生徒に対し、食事、排泄、教
室の移動補助等学校における日常生活動作を介助したり、発達障害
の児童生徒に対し学習活動をサポートをするため、特別支援教育支
援員を配置する。

教育費

事業の概要

　ＧＩＧＡスクール構想に基づき整備したタブレットを活用して授
業の質を向上し、児童生徒の理解度を高めるための授業支援アプリ
等を整備する。

教育費
校外教育支援センター
（さわやか教室）事業

　不登校の児童・生徒の学校復帰に向けて校外に教育支援センター
を設置し、学習支援や生活支援を行う。

教育費
校内教育支援センター
事業

　不登校傾向の児童生徒がいる小・中学校に校内教育支援センター
を設置し、校内の居場所を作ることにより不登校にならないよう支
援する。

統合型校務支援システ
ム整備事業

　校務支援システムを導入し、児童・生徒の情報を一元管理するこ
とにより校務の効率化を図り、教育の質の向上を図る。

教育費 部活動指導充実事業
　教員に代わって、単独で部活動の指導や大会・練習試合等の引率
ができる部活動指導員を配置し、生徒の競技力向上と部活動の充
実、更には教員の多忙化の解消を図る。

教育費
ＧＩＧＡスクール構想
推進事業（小・中学
校）

教育費
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重点事業　　　        　　　　４　教育・文化・生涯学習分野

№ 区分
事業費

（千円）
担当課名

31 継続 56,625 学校教育課

32 継続 13,908 学校教育課

33 継続 655 生涯学習スポーツ課

34 拡充 1,960 生涯学習スポーツ課

35 継続 3,997 生涯学習スポーツ課

36 継続 318 生涯学習スポーツ課

37 継続 813 生涯学習スポーツ課

38 拡充 4,707 生涯学習スポーツ課

39 継続 36,146 図書館

40 継続 4,063 図書館

41 継続 3,000 中山義秀記念文学館

≪その他の主な事業≫

地域学校協働活動事業

　子どもの社会性を育み、地域コミュニティの活性化を図るため、
学校と地域の仲介役となる「地域コーディネーター」を配置し、地
域のボランティアとともに子どもたちが様々な体験や学習活動を行
う学校を増やす。

教育費
学校基礎学力向上推進
事業（小・中学校）

　非常勤講師を配置することにより、複数教員による連携指導や習
熟度別指導の充実を図り、児童・生徒の学力向上を支援する。

教育費
　多くの人々に文学を通して日本の歴史や文化を知ってもらうた
め、古典文学作品の本文を読み、作品への理解を深める講座を開催
する。

教育費
スポーツ文化応援事業
（小・中学校）

　小・中学校の体育・文化活動の振興を図るため、各種大会に係る
参加費用について助成を行い、保護者の負担を軽減する。

教育費
図書・視聴覚資料等整
備事業

教育費
部活動地域移行支援事
業

教育費
移動図書館「ゆるり
ぶ」運行事業

　図書館に来館することが困難な市民の読書活動を支援するととも
に、図書館の利用を広くPRするため、高齢者サロンを主なサービス
ポイントとして、移動図書館「ゆるりぶ」の定期運行を行う。

教育費
中山義秀顕彰会運営事
業

　本市出身の芥川賞受賞作家である中山義秀の業績を称え、市民が
文学に親しみ教養を高めるとともに、文化の薫り高い地域の発展と
次世代の育成に資するため、顕彰会の事業に対し補助金を交付す
る。

キッズシアター（演劇
教室）開催事業

　質の高い本物の舞台芸術を鑑賞することにより、子どもたちの豊
かな感性と健やかな想像力を育み、情緒豊かな児童育成を図る。

教育費 ボッチャ推進事業

　利用者の多様なニーズに応えられるよう、図書資料やＣＤ、ＤＶ
Ｄなどの視聴覚資料の新規購入をはじめ、汚破損資料などの買い替
えや除籍により所蔵資料の充実と更新を図る。

古典文学講座運営事業

　年齢や性別、障がいの有無にかかわらず楽しむことができる
「ボッチャ」の体験会や大会の開催を通して、広く市民がスポーツ
に親しめる機会を創出し、健康増進や共生社会の実現に寄与する。

教育費
白河サテライト教室等
事業

　大学等の高等教育機関に代わる学びの場を提供することにより、
市民の学習意欲を満たすとともに、自ら考え行動したり、地域の発
展に向けて中心的な役割を果たすような人材の育成・輩出に寄与す
る。

教育費

　市が策定した推進計画に基づき、中学校の休日の部活動を段階的
に地域に移行していくため、モデルケースの試行・検証を行いなが
ら拡大していく。

費目 事業名 事業の概要

教育費
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公共交通対策費

13,865 千円 　【生活防災課】

120,000 千円 　【道路河川課】

14,000 千円 　【道路河川課】

27,010 千円 　【まちづくり推進課】

公園整備事業

28,200 千円 　【都市計画課】

重点事業　　               　　　　　５　都市基盤分野

20事業：12億5,795万7千円

継続 しらかわセーフロード事業

≪土木費≫

≪土木費≫

継続 新白河地区ウォーカブル公園整備事業

　新白河地区の既存公園を活用し、住民の手軽な健康づくりを支援する
ための健康遊具やウォーキングの目安となる距離表示看板等を設置する
など多様なニーズに対応した公園を整備する。

≪総務費≫

新規
地域公共交通総合連携事業
（公共交通移動需要調査事業）

　交通弱者の実態、需要、財政負担の継続性、またこれらを踏まえた適
切な交通モードの在り方などについて地区ごとに調査・検証するため、
市内全域で一定期間、高齢者等のタクシー料金の１／２を補助する実証
実験を行う。

　住宅地の居住環境の向上を図り、市民が安心して生活できるまちづく
りを進めるため、現場打側溝等の改修を行い、道路環境の安全を確保す
る。

　「道路の防災性の向上」、「通行空間の安全性・快適性の確保」、
「良好な景観形成」のため無電柱化を計画する旧奥州街道の予備設計を
行う。

≪土木費≫

無電柱化推進事業

住みよい街づくり事業

継続

≪土木費≫

単独公共道路改良事業

継続

歴史と伝統を活かしたまちづくり事業

よみがえれ！歴史的建造物活用事業

　まちなかの面的な回遊性を生み出すため運営体制を整えるとともに拠
点の一つとなる大木家住宅建造物群（天神町）を改修する。

側溝改修状況

公園で健康づくり

タクシー

大木家住宅建造物群

旧奥州街道
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重点事業　　               　　　　　５　都市基盤分野

№ 区分
事業費

（千円）
担当課名

1 継続 944 企画政策課

2 継続 69,330 生活防災課

3 継続 49,011 生活防災課

4 継続 19,574 生活防災課

5 継続 10,217 生活防災課

6 継続 72,552 まちづくり推進課

7 継続 45,000 道路河川課

8 継続 499,655 道路河川課

9 新規 2,500 建築住宅課

10 継続 189,254 建築住宅課

11 継続 3,967 まちづくり推進課

12 継続 13,167 都市計画課

13 継続 2,100 都市計画課

14 継続 19,511 都市計画課

15 継続 58,100 都市計画課土木費
公園施設長寿命化対策
事業

　都市公園の複合遊具やトイレなどの公園施設について、ライフサ
イクルコストの縮減を図るため、長寿命化計画に基づく計画的な修
繕・更新を行う。

土木費 街なか公園整備事業
　白河駅周辺の街なかの居住環境の向上と居住誘導を図るため、地
元住民と協働で既存公園を活用した街なかの公園整備を行う。

商工費
中心市街地共同住宅供
給事業

　幅広い世代が街なかで快適にかつ安全安心に暮らせる住環境の整
備を促進するため、優良な共同住宅を供給する事業者に費用の一部
補助を行う。

土木費
公営住宅ストック総合
改善事業

土木費 道路維持改修事業
　道路の適正な維持管理を目的に、道路交通の安全を確保するた
め、道路側溝の整備や舗装の補修を実施する。また、災害や事故を
未然に防止するため、緊急性･必要性を考慮し改修工事等を行う。

土木費

総務費
予約型乗合タクシー事
業

　利便性が高く、効率的な予約型乗合タクシーを表郷・旗宿、大
信、東地域で本格運行する。小田川、大沼地区においては引き続き
半年間の実証実験を行い、適切な交通モードの在り方を調査・検証
する。

≪その他の主な事業≫

費目 事業名 事業の概要

総務費 循環バス運行事業
　市民の通院・通学・買い物等の移動のため、６つのルートで循環
バスを運行する。

総務費
バス・タクシー移動支
援事業

　運転免許証を持たない高齢者（７５歳以上）や障がい者に加え、
妊産婦の日常生活を支える移動手段を確保するため、バス及びタク
シー運賃の一部を助成する。

総務費
地方バス路線維持対策
事業

　市民の日常生活に不可欠な路線バスの運行を維持するため、バス
事業者に対し補助金を交付する。

総務費
空き家利活用セミ
ナー・相談会運営事業

　空き家の利活用促進・発生抑制のため、空き家や住宅の所有者向
けのセミナー及び相談会を開催する。

土木費

道路改良事業（交付
金）

　社会資本整備計画及び橋梁長寿命化修繕計画に基づき、道路の改
良・補修、橋梁の点検・修繕や通学路の安全対策を行う。

歴史的まちなみ修景事
業

　景観形成ガイドラインに基づき、建築物の外観修景等費用の一部
を補助する。

土木費
歴史的風致形成建造物
活用推進事業

　歴史まちづくり法に基づき指定した「歴史的風致形成建造物」の
保全を図るため、定期点検を実施するとともに、修繕費用の一部補
助を行う。

　市営住宅長寿命化計画に基づき、住環境の整備及び維持管理コス
トの縮減を図るため、外壁等や給排水管の改修を行う。

土木費
子育て応援住宅整備事
業

　外面市営住宅等を子育て向け住宅として居住環境を整備し、子育
て世帯の住宅確保を支援する。

土木費
光のマスタープラン策
定事業（夜間景観形成
ガイドライン）

　市民・事業者との協働により連続性や統一感のある、まちの夜間
景観の形成を図るため、ガイドラインを策定する。
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広報広聴事業関係費

1,015 千円 【秘書広報課】

複合施設整備事業

3,272,945 千円

環境まちづくり美化推進事業

900 千円

≪衛生費・教育費≫ 環境保全促進事業・給食センター一般管理費・

体育施設改修事業

163,169 千円

1,800 千円 【農林整備課】

　町内会と調整しながら旧奥州街道・小峰通りの集積所を集約化しつ
つ、景観や環境に配慮したごみ集積ボックスを設置する。

　【地域拠点整備室】

重点事業　　　　　          　　６　コミュニティ・環境等分野

37事業：38億2,628万8千円

≪農林水産業費≫

新規
しらかわ未来の森林（もり）づくり事業
（危険木伐採支援事業）

　温室効果ガスの排出量を削減するため、公共施設へＬＥＤ照明、自家
消費型太陽光発電及び蓄電池を導入する。

≪総務費≫

新規 ＡＩチャットボット導入事業

　時間を問わず必要な情報を速やかに取得できるようにするため、市
ホームページにＬＩＮＥでも利用可能なＡＩチャットボットを導入す
る。

≪総務費≫

　住宅等への倒木被害を防ぐため、危険木の伐採費用の一部を補助す
る。

継続 複合施設整備事業

　市民会館跡地に、「生きがいづくり」・「子育て支援」・「健康増
進」の機能を柱とした複合施設を整備し、未来の白河をつくるための拠
点となるよう、開館に向けた準備を進めるとともに、施設本体工事に着
手する。

継続 公共施設脱炭素化事業

森林経営管理事業

【環境保全課】
【健康給食推進室】
【生涯学習スポーツ課】

【環境保全課】

≪総務費≫

新規 まちなかごみステーション設置事業

まちなかのごみ集積所

外観イメージ（実施設計）

太陽光発電

森林伐採の様子

チャットボットのイメージ
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重点事業　　　　　          　　６　コミュニティ・環境等分野

№ 区分
事業費

（千円）
担当課名

1 継続 38,855 企画政策課

2 継続 2,771 企画政策課

3 継続 5,317 企画政策課

4 新規 2,067 企画政策課

5 継続 5,663 企画政策課

6 継続 56,000 企画政策課

7 継続 8,500 企画政策課

8 拡充 12,000 企画政策課

9 継続 16,500 企画政策課

10 継続 1,109 秘書広報課

11 継続 5,190 地域拠点整備室

12 継続 13,252 財政課

13 拡充 4,347 情報政策課

14 継続 1,264 情報政策課

15 継続 4,081 情報政策課

総務費
デジタル・デバイド対
策事業

　オンラインによる行政手続きや相談、インターネットでの買い物
など、便利なサービスを誰もが不安なく利用できるようにするた
め、デジタルに慣れ親しむためのスマートフォン教室を開催すると
ともに、認知機能の確認・訓練ができるデジタルツールの活用を促
進する。

　ゼロカーボンシティを推進するため、公用車に電動車を導入す
る。

ＲＰＡ・ＡＩ導入推進
事業

　定型業務を自動化し、他の業務への労力転換・時間外勤務縮減な
どのいわゆる「自治体ＤＸ」を推進するため、職員の日常的な業務
アシスタントとしての活用が見込める生成ＡＩを導入する。

総務費
ゼロカーボンシティ推
進事業

総務費

総務費
　コミュニティビジネスやソーシャルビジネス等に関心を持つ方が
自立的に活動を展開できるよう、必要な知識・技能の習得や実証活
動など、伴走型による支援を行う。

総務費
窓口デジタル化推進事
業

　デジタル技術を活用し、市役所に来なくてもパソコンやスマート
フォンなどから行政手続きができる「オンライン申請」や、職員と
の対面形式で子育てや健康、介護などの相談が受けられる「オンラ
イン相談」の普及により、市民の利便性向上を図る。

総務費

地域プレーヤー創出・
育成事業

　コミュニティ・スペース「エマノン」を拠点に、若者が集い、地
域と主体的に関わり、ボランティア活動などを行うことで、地域へ
の誇りと愛着を醸成するとともに地域の活性化を図る。

総務費
まちづくり・ひとづく
り事業

　広報紙やホームページなどに加え、迅速かつ効果的に情報を伝え
るツールの一つとして、白河市公式ＬＩＮＥを活用し市民への情報
発信力の強化を図る。

空き家バンク改修等支
援事業

　空き家バンク登録物件の購入（賃借）者や所有者（売買物件の改
修を除く）を対象に、改修や清掃に要する費用の一部を補助する。

総務費
来て「しらかわ」住宅
取得支援事業

　子育て世帯や新婚世帯、県外からの移住者等を対象に県外や市外
から市内へ移住する世帯に対して、住宅取得に要する費用の一部を
補助する。

総務費 お試し住宅運営事業
　4地域でお試し住宅を運営し、移住を検討されている方に白河の
暮らしやすさを実感してもらうことで、移住を促進する。

≪その他の主な事業≫

費目 事業名 事業の概要

白河市公式ＬＩＮＥ運
営事業

総務費
地域おこし協力隊活用
事業

　地方で活躍したいと考える人材を「地域おこし協力隊」として受
入れ、地域の問題解決や活性化のための活動を行ってもらいなが
ら、地域への定住・定着を図る。

総務費 移住・定住推進事業
　本市への移住を希望されている方等の受け入れ体制を整えるとと
もに、移住に関する情報を効果的に発信することで、移住・定住人
口の増加を図る。

総務費
しらかわ移住魅力発信
事業

　ＹｏｕＴｕｂｅ内に開設している「白河に住みますチャンネル」
にて「ヒト」、「モノ」、「コト」の“旬”な話題を通して本市の
魅力を発信することで移住者の増加を図る。

総務費 移住者定着支援事業
　移住者と地元の方が交流する場を提供することにより、移住後の
コミュニティ形成を支援し、地域への定着を図る。

総務費
白河暮らし空き家改修
等支援事業

　子育て世帯や新婚世帯、県外からの移住者等を対象に、空き家の
改修や清掃、建て替えに伴う解体に要する費用の一部を補助する。

総務費
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重点事業　　　　　          　　６　コミュニティ・環境等分野

№ 区分
事業費

（千円）
担当課名

16 継続 91,555 生活防災課

17 継続 10,025 生活防災課

18 継続 4,800 生活防災課

19 継続 600 生活防災課

20 継続 851 市民課

21 継続 54,245 市民課

22 継続 2,000 環境保全課

23 継続 479 環境保全課

24 継続 264 環境保全課

25 継続 1,500 環境保全課

26 継続 3,860 環境保全課

27 拡充 2,696 農政課

28 継続 1,864 農政課

29 継続 30,000 農林整備課

30 継続 3,588 農林整備課

農林水
産業費

農業用施設整備“結”
支援事業

　地域住民の協働活動の一環として、町内会が行うＵ字溝敷設や農
業用施設の修繕等に対し、原材料を支給し、及びバックホウ等の機
械を貸与し、農業用施設の保全活動を促進させる。

農林水
産業費

森林環境交付金事業
　木工教室やモルック体験など親子で木育への理解を深めることを
目的に「子ども自然体験フェスティバル」を開催するほか、小中学
生が森林環境学習を実施する際の経費を支援する。

衛生費 ＥＶシェアリング事業
　脱炭素社会を実現するため、公用車としてＥＶ（電気自動車）を
導入し、平日夜間や土日祝日等の非稼働時にはＤＸ技術（アプリ）
を活用して、市民や観光客が利用できるようにする。

　デジタル社会の基盤となるマイナンバーカードの普及・更新のた
め、特設窓口の設置、出張での申請受付を行う。

　人権尊重の理念及び白河市思いやり条例の趣旨を市民に浸透さ
せ、正しい知識に基づく教育活動を行い不当な差別をなくすため、
小・中学生を対象にした思いやりの心や人権擁護の心を育てるつど
いを開催する。

衛生費
ゼロカーボンドライブ
推進事業

　次世代自動車（燃料電池車・電気自動車）の購入に対して補助金
を交付することで、ライフスタイルの脱炭素化を促進する。

衛生費
食品ロス削減マッチン
グサービス事業

　ＤＸ技術（アプリ）を活用し、商店と市民を結び、消費期限の
迫った食品の廃棄を削減するとともに地域の活性化を図る。

地域づくり活性化支援
事業

農林水
産業費

有機肥料利用拡大支援
事業

　食料安保や環境負荷低減の観点から、有機肥料の利用を促進させ
るため、水稲、野菜及び果樹営農する個人又は農事組合法人に堆肥
の購入経費の一部を補助する。

≪その他の主な事業≫

費目 事業名 事業の概要

総務費

総務費 人権尊重思いやり事業

衛生費
景観まちづくり美化推
進事業

　白河実業高校と連携し、実習の中で環境及び景観に配慮したごみ
集積ボックスを作成し、設置する。

衛生費
資源回収奨励金助成事
業

　市民の自発的な資源回収活動に対して、回収量に応じた奨励金を
支給することにより、ごみの減量化・資源化・再利用を推進する。

総務費 犯罪被害者支援事業
　白河市犯罪被害者等支援条例に基づき、犯罪等により被害を受け
た方及びその家族などに対し、生活の早期再建に向けて見舞金を給
付する。

総務費
社会保障・税番号制度
導入事業

　地域特性を活かした自発的で独自性のある市民活動に対し、その
費用の一部を助成することにより、地域活力の向上に寄与する。

総務費 集会所整備事業
　地域コミュニティの活性化を図るため、老朽化した集会所を改築
する。

総務費 地域の底力再生事業
　地域活動を活性化させコミュニティの強化を図るため、地域環境
問題の提起や住民同士の結びつきを生み、深めるような交流促進事
業に対して補助する。

農林水
産業費

環境保全型農業直接支
払交付金事業

　農地土壌の炭素貯留や生物多様性の保全に効果の高い営農活動な
ど、環境にやさしい農業に取り組む農業者組織を支援する。
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重点事業　　　　　          　　６　コミュニティ・環境等分野

№ 区分
事業費

（千円）
担当課名

31 継続 946 環境保全課

32 継続 270 環境保全課

商工費
再生可能エネルギー普
及・啓発事業

　再生可能エネルギーの普及及び啓発を図るため、小中学生を対象
とした環境教室を開催する。

商工費 水素部会支援事業
　「水素」について学び、新たなエネルギーとしての可能性を追求
することで企業の脱炭素への取組みを促進する。

≪その他の主な事業≫

費目 事業名 事業の概要
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■財産区特別会計
◆小田川財産区

◆大屋財産区

◆樋ヶ沢財産区

■国民健康保険特別会計

■後期高齢者医療特別会計

財産収入 225 管理会費 144
繰入金 3,136 財産費 3,117

歳入 歳出
款 予算額 款 予算額

歳入 歳出
款 予算額 款 予算額

予備費 100
計 3,361 計 3,361

予備費 100
計 405 計 405

財産収入 11 管理会費 137
繰入金 394 財産費 168

財産収入 48 管理会費 137
繰入金 455 財産費 266

歳入 歳出
款 予算額 款 予算額

歳入 歳出
款 予算額 款 予算額

予備費 100
計 503 計 503

国庫支出金 1 国民健康保険事業費納付金 1,350,903
県支出金 4,026,237 財政安定化基金拠出金 1

国民健康保険税 861,393 総務費 138,953
使用料及び手数料 1 保険給付費 4,005,555

諸収入 5,683 公債費 1
諸支出金 11,153

繰入金 716,145 保健事業費 82,894
繰越金 1 基金積立金 1

歳入 歳出
款 予算額 款 予算額

予備費 20,000
計 5,609,461 計 5,609,461

繰入金 189,598 諸支出金 2,200
繰越金 1 予備費 3,000

後期高齢者医療保険料 601,913 総務費 7,177
使用料及び手数料 2 後期高齢者医療広域連合納付金 781,340

諸収入 2,203
計 793,717 計 793,717

特別会計の概要
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■介護保険特別会計

■地方卸売市場特別会計

■水道事業会計
◆業務の予定量 ◆収益的収入及び支出

(1)給水戸数 24,300戸 ・収入 千円
(2)年間総配水量 6,989,750㎥ ・支出 千円
(3)一日平均配水量 19,150㎥ ◆資本的収入及び支出
(4)主な建設事業の概要 ・収入 千円
　 改良費 840,490千円 ・支出 千円

■工業用水道事業会計
◆業務の予定量 ◆収益的収入及び支出

(1)給水事業者数 3社 ・収入 千円
(2)年間総配水量 164,300㎥ ・支出 千円
(3)一日平均配水量 450㎥ ◆資本的収入及び支出

・収入 千円
・支出 千円

■下水道事業会計
◆業務の予定量 ◆収益的収入及び支出

(1)水洗化戸数 19,042戸 ・収入 千円
(2)年間総処理水量 5,034,015㎥ ・支出 千円
(3)一日平均処理水量 13,791㎥ ◆資本的収入及び支出
(4)主な建設事業の概要 ・収入 千円
　 管路工事費 20,000千円 ・支出 千円
　 農業集落排水事業（機能強化） 148,000千円
　 浄化槽設置工事 40,871千円

歳入 歳出
款 予算額 款 予算額

国庫支出金 1,332,642 地域支援事業費 334,443
支払基金交付金 1,579,707 基金積立金 1

介護保険料 1,273,651 総務費 129,493
使用料及び手数料 1 保険給付費 5,656,844

繰入金 1,046,622
繰越金 1

県支出金 893,279 諸支出金 2,253
財産収入 1 予備費 3,000

歳入 歳出
款 予算額 款 予算額

諸収入 130
計 6,126,034 計 6,126,034

諸収入 1
計 10,586 計 10,586

使用料及び手数料 5,948 卸売市場費 10,286
繰入金 4,637 予備費 300

1
43,249

2,441,084
2,441,084

943,970
1,377,473

1,264,228
1,227,054

549,608
1,256,264

55,532
55,532

企業会計の概要
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区　　　　　分 ３年度末 ４年度末 ５年度末 ６年度末見込 ７年度末見込

市 債 残 高 37,357,821 36,057,905 34,676,713 34,031,517 35,348,835

臨 時 財 政 対 策 債 11,699,407 10,992,279 9,950,532 9,041,781 8,073,617

臨 時 財 政 対 策 債 を 除 く 25,658,414 25,065,626 24,726,181 24,989,736 27,275,218

発　　行　　額 3,370,600 2,409,400 2,272,700 2,263,800 4,244,500

臨 時 財 政 対 策 債 848,000 348,800 156,700 70,100 0

通 常 債 （ 災 害 含 む ） 2,522,600 2,058,500 2,059,500 1,949,200 2,961,700

合 併 特 例 債 0 2,100 56,500 244,500 1,282,800

  【参考資料】

■ 一般会計

（単位：千円）
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区     分 ３年度末 ４年度末 ５年度末 ６年度末見込 ７年度末見込

特 別 会 計 17,874 9,013 0 0 0

企 業 会 計 17,415,640 16,635,472 15,788,891 15,438,405 14,841,428

合 計 17,433,514 16,644,485 15,788,891 15,438,405 14,841,428

区　　　　　　分 ３年度末 ４年度末 ５年度末 ６年度末見込 ７年度末見込

一 般 会 計 37,357,821 36,057,905 34,676,713 34,031,517 35,348,835

特 別 会 計 17,874 9,013 0 0 0

企 業 会 計 17,415,640 16,635,472 15,788,891 15,438,405 14,841,428

合 計 54,791,335 52,702,390 50,465,604 49,469,922 50,190,263

（単位：千円）

■ 全会計

■ 特別会計・企業会計

（単位：千円）

0.2 0.1 0.0 0.0 0.0 

174.1 166.3 157.9 154.4 148.4

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

３年度末 ４年度末 ５年度末 ６年度末見込 ７年度末見込

億円 特別会計 企業会計

373.6 360.6 346.8 340.3 353.5 

0.2 
0.1 0.0 0.0 0.0 

174.1 166.3 157.9 154.4 148.4 

0

100

200

300

400

500

600

３年度末 ４年度末 ５年度末 ６年度末見込 ７年度末見込

億円 一般会計 特別会計 企業会計

148.4

174.3 166.4
157.9 154.4

501.9
547.9 527.0 504.7 494.7

-32-



令和７年度 当初予算の概要

編集発行 ： 白河市 総務部 財政課
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